
平成 16年 3月期 個別財務諸表の概要    
平成 16年 5月 14日

上   場   会   社   名     西日本旅客鉄道株式会社 上場取引所:東 大 名 福

コード番号       9021 本社所在都道府県

（ＵＲＬ　http：//www.westjr.co.jp） 大阪府

代 　 表    者　代表取締役社長  垣 内    剛

問合せ先責任者  広 報 室 長  来 島 達 夫 TEL (06) 6375 - 8889
決算取締役会開催日　　平成 16年 5月 14日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 16年 6月 23日 単元株制度採用の有無　無

１. 16年  3月期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）
(1)経営成績         （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年  3月期 845,892 △ 0.4 105,475 2.1 65,028 5.9
15年  3月期 849,090 △ 2.4 103,293 3.8 61,391 13.5

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

16年  3月期 37,174 11.0 18,536.62 － 8.7 3.1 7.7
15年  3月期 33,490 2.9 16,695.59 － 8.4 2.9 7.2

(注)①期中平均株式数 16年  3月期     2,000,000 株　　　15年  3月期     2,000,000 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

16年  3月期 6,500.00 2,500.00 4,000.00 13,000 35.1 3.0
15年  3月期 5,000.00 2,500.00 2,500.00 10,000 29.9 2.4

（注）16年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　1,500円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年  3月期 2,126,893 439,381 20.7
15年  3月期 2,116,874 410,745 19.4
(注)①期末発行済株式数　16年  3月期      　2,000,000 株　15年  3月期      　2,000,000 株

 　 ②期末自己株式数　　16年  3月期              　0 株　15年  3月期              　0 株

２. 17年  3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 421,000 41,700 25,200 2,500.00 － －
通  期 846,700 73,500 43,500 － 2,500.00 5,000.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  21,699 円 50 銭 

１株当たり株主資本

１株当たり年間配当金

 １株当たり年間配当金

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

205,323.44
219,640.07

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

当 期 純 利 益

（財）財務会計基準機構会員

２７



（１） 貸　借　対　照　表 
（単位：百万円）

Ⅰ １１５，７２７ １０２，１３１ 　 １３，５９６

1. ４２，７４６ ３８，４４０ 　 ４，３０６

2. １４，２７１ １２，２７１ 　 １，９９９

3. １１，９５１ ９，９２１ 　 ２，０３０

4. ４，３８３ ４，９４５ △ ５６１

5. ８，４３２ ８，４０５ 　 ２７

6. ４５ ８５ △ ４０

7. ４，４０５ ２，９７９ 　 １，４２５

8. １，９６１ １，８９４ 　 ６７

9. ２１，０５０ １５，５３７ 　 ５，５１３

10. ６，６７６ ７，７４７ △ １，０７０

11. △ １９７ △ ９６ △ １０１

Ⅱ ２，０１１，１６５ ２，０１４，７４３ △ ３，５７７

Ａ １，５８２，４５４ １，５６６，３０３ 　 １６，１５１

Ｂ １８７ １８９ △ ２

Ｃ ５７，８８５ ６０，８３１ △ ２，９４５

Ｄ ８２，８０５ ８８，３６０ △ ５，５５５

Ｅ ６６，８７６ ８５，１４９ △ １８，２７３

Ｆ ２２０，９５６ ２１３，９０９ 　 ７，０４７

1. 投 資 有 価 証 券 １５，７５５ １６，２３３ △ ４７８

2. 関 係 会 社 株 式 １２７，０４２ １２６，３９１ 　 ６５０

3. 長 期 貸 付 金 １３，２２１ ９，５７４ 　 ３，６４７

4. 長 期 前 払 費 用 ２，８０５ ３，０１１ △ ２０６

5. 繰 延 税 金 資 産 ５４，８８２ ５１，８１４ 　 ３，０６８

6. そ の 他 の 投 資 等 ８，０１２ ７，８７０ 　 １４１

7. 貸 倒 引 当 金 △ ７６２ △ ９８７ 　 ２２４

２，１２６，８９３ ２，１１６，８７４ 　 １０，０１９

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

科　　　　　目
(平成１６年３月３１日現在) (平成１５年３月３１日現在)

当　期　末 前　期　末
増　　　減

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 運 賃

（ 資　 産 　の 　部 ）

未 収 金

未 収 収 益

短 期 貸 付 金

分 譲 土 地 建 物

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

船 舶 事 業 固 定 資 産

関 連 事 業 固 定 資 産

各 事 業 関 連 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

２８



（単位：百万円）

Ⅰ ５１６，９０９ ４５４，１８０ 　 ６２，７２８

1. １０３，１６６ ６６，４２７ 　 ３６，７３９

2. ５１，０２６ ４４，９７６ 　 ６，０５０

3. ３７，７２３ ３５，４８８ 　 ２，２３５

4. １，１６８ １，１６８ 　 －

5. ９８，５９９ ９９，５４７ △ ９４８

6. １８，２６４ １４，６４１ 　 ３，６２２

7. ６，５０１ ２，８７３ 　 ３，６２８

8. ２３，２６８ ２０，４１０ 　 ２，８５８

9. ３，３５９ ５，０５６ △ １，６９６

10. １１，６７２ １２，８００ △ １，１２７

11. ３０，０１２ ２８，５１０ 　 １，５０１

12. ７９，６３０ ８５，８５３ △ ６，２２２

13. ４１２ ４３３ △ ２１

14. ３０，４３２ ３１，７６８ △ １，３３６

15. － ３，６１６ △ ３，６１６

16. ２１，２１０ － 　 ２１，２１０

17. ４６０ ６０９ △ １４８

Ⅱ １，１７０，６０３ １，２５１，９４８ △ ８１，３４５

1. ２１０，０００ ２１５，０００ △ ５，０００

2. １９８，２２１ ２１４，９４７ △ １６，７２６

3. ５３８，１９７ ５７５，７７４ △ ３７，５７６

4. ２７，６７５ ２８，８４３ △ １，１６８

5. － ４６，８１７ △ ４６，８１７

6. １９１，６４７ １６５，５８３ 　 ２６，０６３

7. ４，８６１ ４，９８３ △ １２１

１，６８７，５１２ １，７０６，１２８ △ １８，６１６

Ⅰ １００，０００ １００，０００ 　 －

Ⅱ ５５，０００ ５５，０００ 　 －

５５，０００ ５５，０００ 　 －

Ⅲ ２８０，５８８ ２５３，５１３ 　 ２７，０７５

1. １１，３２７ １１，３２７ 　 －

2. １９３，４２６ １７２，８２０ 　 ２０，６０５

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ３，４２６ ２，８２０ 　 ６０５

別 途 積 立 金 １９０，０００ １７０，０００ 　 ２０，０００

3. ７５，８３４ ６９，３６４ 　 ６，４６９

Ⅳ ３，７９２ ２，２３２ 　 １，５６０

４３９，３８１ ４１０，７４５ 　 ２８，６３５

２，１２６，８９３ ２，１１６，８７４ 　 １０，０１９

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

鉄 道 施 設 購 入 未 払 金

1年以内に支払う長期未払金

（ 負　 債 　の 　部 ）

流 動 負 債

短 期 借 入 金

1年以内に返済する長期借入金

(平成１６年３月３１日現在) (平成１５年３月３１日現在)

当　期　末 前　期　末

増　　　減科　　　　　目

未 払 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税

未 払 法 人 税 等

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

前 受 運 賃

前 受 金

賞 与 引 当 金

ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ構造物修繕引当金

そ の 他 の 流 動 負 債

事 業 整 理 損 失 引 当 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 の 固 定 負 債

長 期 借 入 金

鉄道施設購入長期未払金

長 期 未 払 金

線 路 使 用 料 長 期 未 払 金

負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

２９

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 準 備 金

固 定 負 債

社 債

資 本 金

資 本 剰 余 金

（ 資 　 本  　の  　部 ）

前 受 収 益



（２） 損　益　計　算　書 
（単位：百万円）

Ⅰ

1. 　 ８２６，９２９ 　 ８３０，２６９ △ ３，３３９

2. 　 ７３３，１４９ 　 ７３７，５７９ △ ４，４３０

　 ９３，７８０ 　 ９２，６８９ 　 １，０９０

Ⅱ 　 　

1. 　 ４２６ 　 ３６９ 　 ５６

2. 　 ４７０ 　 ４４９ 　 ２１

△ ４４ △ ７９ 　 ３４

Ⅲ

1. 　 １８，５３６ 　 １８，４５１ 　 ８５

2. 　 ６，７９７ 　 ７，７６８ △ ９７１

　 １１，７３９ 　 １０，６８３ 　 １，０５６

　 １０５，４７５ 　 １０３，２９３ 　 ２，１８１

Ⅳ 　 ５，１７３ 　 ５，３３１ △ １５８

1. 　 ４６２ 　 ５４６ △ ８３

2. 　 ４，７１１ 　 ４，７８５ △ ７４

Ⅴ 　 ４５，６２０ 　 ４７，２３３ △ １，６１３

1. 　 ４３，３４１ 　 ４６，６１９ △ ３，２７７

2. 　 ２，２７８ 　 ６１４ 　 １，６６４

　 ６５，０２８ 　 ６１，３９１ 　 ３，６３６

Ⅵ 　 １０９，０５３ 　 ４２，６９９ 　 ６６，３５４

1. 　 ２９，７９２ 　 ２９，９４４ △ １５２

2. ７，６４４ ６，０３８ 　 １，６０６

3. 　 ５２，７９７ 　 － 　 ５２，７９７

4. 　 １８，８１９ 　 ６，７１６ 　 １２，１０３

Ⅶ 　 １０５，５５９ 　 ４１，１６５ 　 ６４，３９３

1. 　 ２８，９８８ 　 ２９，５９３ △ ６０５

2. 　 ６，７５０ ６，０３８ 　 ７１２

3. 　 ３８，５１１ 　 － 　 ３８，５１１

4. 　 ２１，２１０ 　 － 　 ２１，２１０

5. 　 １０，０９８ 　 ５，５３３ 　 ４，５６５

　 ６８，５２３ 　 ６２，９２６ 　 ５，５９７

　 ４１，００７ 　 ３８，０２３ 　 ２，９８４

△ ９，６５８ △ ８，５８７ △ １，０７１

　 ３７，１７４ 　 ３３，４９０ 　 ３，６８４

　 ４３，６６０ 　 ４０，８７４ 　 ２，７８５

　 ５，０００ 　 ５，０００ 　 －

　 ７５，８３４ 　 ６９，３６４ 　 ６，４６９

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

収 用 等 補 償 金 受 入 額

平成１５年　４月　１日から 平成１４年　４月　１日から

当　　　期 前　　　期

増　　減
平成１６年　３月３１日まで 平成１５年　３月３１日まで

鉄 道 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

科　　　目

鉄 道 事 業 営 業 利 益

船 舶 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

船 舶 事 業 営 業 利 益

関 連 事 業 営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

関 連 事 業 営 業 利 益

全 事 業 営 業 利 益

営 業 外 収 益

受取利息・受取配当金

そ の 他 の 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 ・ 社 債 利 息

そ の 他 の 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

工 事 負 担 金 等 受 入 額

線路使用料長期未払金取崩額

そ の 他 の 利 益

特 別 損 失

工 事 負 担 金 等 圧 縮 損

収 用 等 圧 縮 損

事業整理損失引当金繰入額

退職給付過去勤務債務償却

３０

中 間 配 当 額

そ の 他 の 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 未 処 分 利 益

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益



 ３１

（３） 利 益 処 分 案 

（単位：百万円） 

科         目 当   期 前   期 増  減 

 

当 期 未 処 分 利 益 

 

７５,８３４ 

 

６９,３６４  ６,４６９

固定資産圧縮積立金取崩額 ４２１ ２８８  １３２

合 計 ７６,２５５ ６９,６５３  ６,６０１

これを次のとおり処分します。    

配 当 金 ８,０００ ５,０００  ３，０００

 

 

 

 １株につき 4,000円 

  普通配当 2,500円 

  記念配当 1,500円 

（１株につき2,500円） 

 

 

 

役 員 賞 与 金 １０１ ９９  ２

（ う ち 監 査 役 分 ） （１８） （１８）  （―）

任 意 積 立 金 

固定資産圧縮積立金 

２４，６４１ 

４，６４１ 

２０，８９４ 

８９４ 

 ３，７４７

３，７４７

別 途 積 立 金 ２０,０００ ２０,０００  －

次 期 繰 越 利 益 ４３,５１２ ４３,６６０  △ １４７

   

(注) １． 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 ２． 平成14年 12月 10日に5,000百万円（１株につき2,500円）の中間配当を実施いたしました。 

 ３． 平成15年 12月 10日に5,000百万円（１株につき2,500円）の中間配当を実施いたしました。 
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（４） 重要な会計方針 
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの  期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの  移動平均法による原価法によっております。 

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 分譲土地建物  個別法による原価法によっております。 

(2) 貯  蔵  品  移動平均法による原価法によっております。 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。ただし、鉄道事業取替資産については取替法によっております。 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によっております。 

(3) 長期前払費用 

均等額償却を行っております。 

 

４．繰延資産の処理方法 

社債発行費及び社債発行差金は、支出時に全額費用処理しております。 

 

５．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

(3) 事業整理損失引当金 

子会社の事業整理による損失に備えるため、当社が負担することとなる損失見込額を計上してお

ります。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。 

会計基準変更時差異（３０１,６４２百万円）については、１０年による按分額を費用処理して

おります。 

数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしており

ます。 

なお、早期退職優遇制度の見直し及び再雇用制度の新設に伴い当期に発生した過去勤務債務 

（３８,５１１百万円）については、全額を一括して特別損失の「退職給付過去勤務債務償却」

に計上しております。 

 

６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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７．工事負担金等の会計処理 

鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うにあたり、地方公共団体等より工事費の一部として

工事負担金等を受けております。これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を

取得した固定資産の取得原価から直接減額しております。 

なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取

得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮損として特別損失に計上しております。 

 

８．消費税の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

 

（５） 追 加 情 報 

ＪＲ東西線線路使用料の処理方法 

関西高速鉄道株式会社から借り受けているＪＲ東西線の線路使用料については、当期まで線路使用

料に係る協定に基づき算出した賃借期間の３０年による均等按分額で費用処理し、各期の支払額と均

等按分額との差額を「線路使用料長期未払金」に計上しております。しかしながら、平成１６年４月

１日以降の線路使用料の年額については、３年度毎に協議し金利変動等を勘案して決定する旨の協定

変更がなされ、関西高速鉄道株式会社は平成１６年２月２５日に国土交通大臣の認可を受けました。

この協定変更に伴い、「線路使用料長期未払金」については、当期末において債務が消滅したため当

期末残高（５２,７９７百万円）の全額を取り崩し、特別利益の「線路使用料長期未払金取崩額」に

計上しております。 

 

 

（６） 注 記 事 項 

（貸借対照表関係） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

             （当 期 末）     （前 期 末） 

                ２，１８５，４０６百万円    ２，１３１，０７４百万円 

 

２．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 

             （当 期 末）     （前 期 末） 

               ３８２，２３３百万円       ３５６，２６７百万円 

 

３．保証債務 

             （当 期 末）     （前 期 末） 

                ２４，１１９百万円         ２５，９８８百万円 

 

４．社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 

             （当 期 末）     （前 期 末） 

               ２５，０００百万円        ２０，０００百万円 

 

５．担保提供資産 

旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する法律（平成１３年法律

第６１号）附則第７条に基づき、総財産を社債の一般担保に供しております。 

             （当 期 末）     （前 期 末） 

              ２００，０００百万円        ２２０，０００百万円 
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（損益計算書関係） 

 

研究開発費の総額 

                     （当   期）      （前   期） 

                  ６，００１百万円         ６,０７１百万円 

 

 

（７） 有価証券に関する注記 
 

前連結会計年度及び当連結会計年度に係る「有価証券」（子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものは除く）に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記

載しております。 

なお、当期末における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。  

 

 

（８） 税効果会計に関する注記 
 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

     (単位:百万円) 

項   目 当  期 

繰 延 税 金 資 産 

 

 

賞 与 引 当 金

未 払 事 業 税

１２,４２８ 

２,３７２ 

 退 職 給 付 引 当 金 ５８,５３１ 

 子 会 社 事 業 整 理 損 失 ４,７４０ 

 そ の 他 ５,７５６ 

 繰 延 税 金 資 産 合 計 ８３,８３０ 

繰 延 税 金 負 債 

 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 △  ２,６１８ 

 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △  ５,２７９ 

 繰 延 税 金 負 債 合 計 △  ７,８９７ 

 繰 延 税 金 資 産 の 純 額 ７５,９３３ 

 

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項

目別の内訳 

                                                                          (単位:％) 

項   目 当  期 

法  定  実  効  税  率 ４２.２４ 

（調  整） 

 交際費等永久に損金に算入されない項目

住 民 税 の 均 等 割

０. ２１ 

０.５０ 

 法 人 税 の 特 別 税 額 控 除 △ ２.７７ 

 子 会 社 事 業 整 理 損 失 ５.９２ 

 そ の 他 △ ０.３５ 

税 効 果 会 計 適 用 後 の 法 人 税 等 の 負 担 率 ４５.７５ 
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（９） １株当たり情報に関する注記 
 

１株当たり純資産額 

                     （当   期）    （前   期） 

              ２１９，６４０円０７銭     ２０５,３２３円４４銭 

 

１株当たり当期純利益金額 

                     （当   期）    （前   期） 

                １８,５３６円６２銭      １６,６９５円５９銭 

 

 

（注）1.潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

2.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 当     期 

平成 15 年 4 月 １日から

平成 16 年 3 月 31 日まで

前     期 

平成 14 年 4 月 １日から

平成 15 年 3 月 31 日まで

１株当たり当期純利益金額 

 当期純利益（百万円） ３７,１７４ ３３,４９０ 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） １０１ ９９ 

 （うち利益処分による役員賞与金） （１０１） （９９）

 普通株式に係る当期純利益（百万円） ３７,０７３ ３３,３９ 1 

 期中平均株式数（千株） ２,０００ ２,０００ 
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役 員 等 の 異 動 

 

本日開催の取締役会において、第 17 回定時株主総会（6 月 23 日）に付議する取締役及び監査役の

候補者が決定されました。また、役付取締役の選任及び執行役員の選任等は、上記株主総会終了後の

取締役会等において決定されますが、その予定は次のとおりです。 

 

 

１．取締役候補者 

 

 代表取締役会長          南 谷 昌二郎 (現 代表取締役会長) 

 代表取締役社長兼執行役員     垣 内   剛 (現 代表取締役社長兼執行役員) 

 代表取締役専務取締役兼執行役員  坂 田 正 行 (現 代表取締役専務取締役 

                            兼執行役員総合企画本部長） 

 代表取締役専務取締役兼執行役員  徳 岡 研 三 (現 代表取締役専務取締役 

                            兼執行役員鉄道本部長) 

 取締役相談役           井 手 正 敬 (現 取締役相談役) 

 取締役兼常務執行役員       池 田 靖 忠 (現 取締役兼常務執行役員開発本部長) 

 取締役兼常務執行役員   (新任) 丸 尾 和 明 (現 常務執行役員総合企画本部副本部長) 

 取締役              立 石 義 雄 (現 オムロン株式会社代表取締役会長) 

 取締役              野 村 明 雄 (現 大阪瓦斯株式会社代表取締役会長) 

 

 ※坂田正行氏は総合企画本部長に、徳岡研三氏は鉄道本部長に、池田靖忠氏は開発本部長に、丸尾和明

氏は総合企画本部副本部長、東京本部長に就任予定です。 

 ※立石義雄氏及び野村明雄氏は、商法第 188 条第 2 項第 7 号ノ 2 に定める社外取締役の要件を満たして

おります。 

 

 

 

２．監査役候補者 

 

 常勤監査役        (新任)  岩 崎   勉 (現 独立行政法人鉄道建設･運輸施設整備支援 

                            機構理事） 

    

 ※岩崎勉氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第 18 条第 1項に定める社外監査

役の候補者です。 

 ※岩崎勉氏については、国家公務員法の規定により、本日現在、就任の承諾を得ておりませんが、平成

16 年７月 17 日に就任を予定しております。 

 

 

 

３．退任予定取締役及び退任予定監査役 

 

 現 取締役             髙 木   亨 （㈱明石ｽﾃｰｼｮﾝ･ｾﾝﾀｰ代表取締役社長就任予定） 

 現 常勤監査役           滝 藤 浩 二 

 

 



 ３７

４．執行役員候補者 

 

 常務執行役員           矢 吹   静 （現 常務執行役員鉄道本部副本部長、 

  鉄道本部技術部長                         鉄道本部営業本部長） 

 常務執行役員建設工事部長     河 内   清 （現 常務執行役員建設工事部長） 

 常務執行役員       (昇格)  村 上 恒 美 （現 執行役員鉄道本部副本部長、 

  鉄道本部副本部長                       鉄道本部安全対策室長）     

  鉄道本部安全推進部長 

 常務執行役員       (昇格)  土 屋 隆一郎 （現 執行役員大阪支社長） 

  鉄道本部副本部長 

  鉄道本部営業本部長  

 執行役員福岡支社長        小 出   昇 （現 執行役員福岡支社長） 

 執行役員開発本部副本部長     近 藤 隆 士 （現 執行役員広島支社長） 

     開発本部事業創造部長                   

 執行役員福知山支社長       森 田 力 夫 （現 執行役員福知山支社長） 

 執行役員             赤 星 輝 明 （現 執行役員総合企画本部ＩＴ推進室長） 

  総合企画本部ＩＴ推進室長 

 執行役員神戸支社長        山 本 章 義 （現 執行役員神戸支社長） 

 執行役員総務部長         中 村   仁 （現 執行役員東京本部副本部長） 

 執行役員人事部長         井 上 浩 一 （現 執行役員人事部長） 

 執行役員金沢支社長        宇都宮 道 夫 （現 執行役員金沢支社長） 

 執行役員岡山支社長        西 川 直 輝 （現 執行役員岡山支社長） 

 執行役員京都支社長        福 山 隆 夫 （現 執行役員京都支社長） 

 執行役員財務部長         真 鍋 精 志 （現 執行役員財務部長） 

 執行役員和歌山支社長       山 岡   修 （現 執行役員和歌山支社長） 

 執行役員米子支社長    (新任) 長谷川 富 夫 （現 鉄道本部車両部長） 

 執行役員東京本部副本部長 (新任) 東   憲 昭 （現 開発本部勤務 

                             京都駅ﾋﾞﾙ開発㈱常務取締役） 

 執行役員大阪支社長    (新任) 橋 本 光 人  （現 鉄道本部運輸部長） 

 執行役員広島支社長    (新任)  七 川 研 二 （現 総合企画本部ｸﾞﾙｰﾌﾟ経営推進室担当室長）  

    

 ※村上恒美氏は、組織改正に伴い 6 月 1 日付で執行役員鉄道本部副本部長、鉄道本部安全推進部長に就

任予定です。 

 ※取締役候補者であって、執行役員を兼任予定の者を除きます。 

 

 

 

５．退任予定執行役員 

 

 現 執行役員開発本部事業創造部長 松 岡 義 幸 （三宮ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ㈱代表取締役社長就任予定） 

 現 執行役員総務部長       有 馬 伸 一  （㈱新大阪ｽﾃｰｼｮﾝｽﾄｱ代表取締役社長就任予定） 

 現 執行役員米子支社長      香 本 芳 正  （㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本交通ｻｰﾋﾞｽ代表取締役社長就任予定） 

 

 

 

                                    ［以上 6月 23 日付］ 
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新 任 取 締 役 候 補 者 略 歴 

 ま る お  かずあき 

丸  尾  和  明            （昭和２６年 ９月２８日生） 

       昭和５０年 ３月  大阪大学法学部法学科卒業 

         ５０年 ４月  日本国有鉄道入社 

         ５９年 ４月  同 旅客局総務課補佐 

         ６２年 ４月  当社人事部人事課副長 

       平成 元年 ６月  当社人事部勤労課長 

          ４年 ６月  当社鉄道本部運輸部管理課長 

          ５年 ６月  当社鉄道本部企画推進部企画課長 

          ６年 ６月  当社人事部次長 

          ８年 ６月  当社経営企画部次長 

         １２年 ６月  当社執行役員人事部長 

         １４年 ６月  当社常務執行役員人事部長 

         １５年 ４月  当社常務執行役員総合企画本部副本部長、人事部長 

         １５年 ６月  当社常務執行役員総合企画本部副本部長 （現在に至る） 

 

 

 

 

 

 

新 任 監 査 役 候 補 者 略 歴 

 いわさき   つとむ 

 岩  崎    勉             （昭和２４年 ４月２８日生） 

      昭和４７年 ３月  東京大学法学部卒業 

        ４７年 ４月  運輸省入省 

       平成  ２年  ３月  海上保安庁警備救難部航行安全課長             

             ３年  ６月   日本国有鉄道清算事業団総務部総務課長  

             ５年  ６月  運輸省鉄道局業務課長 

             ７年  ６月  同  航空局監理部総務課長 

             ９年  ７月  同  大臣官房人事課長 

           １０年  ７月  同  近畿運輸局長                      

           １１年  ７月  内閣参事官（兼内閣総理大臣官房人事課長） 

           １３年  １月    国土交通省大臣官房総括審議官 

        １４年 ７月  退官 

        １４年 ８月  日本鉄道建設公団理事 

        １５年１０月  独立行政法人鉄道建設･運輸施設整備支援機構理事（現在に至る） 
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新任執行役員候補者略歴 

 はせがわ    と み お 

 長 谷 川    富  夫          （昭和２４年 ９月 ４日生） 

      昭和５０年 ３月  北海道大学大学院工学研究科電子工学専攻修士課程修了 

        ５０年 ４月  日本国有鉄道入社 

        ５９年 ３月  同 天王寺鉄道管理局施設部工事課補佐 

        ６２年 ４月  当社鉄道事業本部施設部設備課副長 

      平成 ２年１０月  西日本ジェイアールバス株式会社出向 

         ６年 ６月  株式会社ジェイアール西日本テクノス出向 

         ９年 ６月  当社京都支社吹田工場長 

        １２年 ７月  当社鉄道本部車両部長 （現在に至る） 

 

 あ ず ま    のりあき 

   東      憲  昭          （昭和２５年 ５月 ３日生） 

      昭和５０年 ３月  京都大学大学院工学研究科土木工学専攻修士課程修了 

        ５０年 ４月  日本国有鉄道入社 

        ６１年 ３月  同 広島鉄道管理局施設部保線課長 

        ６２年 ４月  当社新幹線運行本部施設部保線課長 

      平成 ５年 ６月  当社広報室担当室長 

         ７年 ６月  当社鉄道本部施設部次長 

         ９年 ７月  当社大阪支社次長 

        １１年 ６月  株式会社ジェイアール西日本伊勢丹出向 

        １３年 ６月  当社鉄道本部施設部長 

        １４年１１月  京都駅ビル開発株式会社出向 （現在に至る） 

 

 はしもと    みつひと 

 橋  本    光  人          （昭和２８年 ７月１１日生） 

      昭和５１年 ３月  東京大学工学部機械工学科卒業 

        ５１年 ４月  日本国有鉄道入社 

        ６１年 ２月  同 運転局車務課補佐 

        ６２年 ４月  当社鉄道事業本部運輸部管理課副長 

        ６３年１０月  当社事業本部企画課副課長 

      平成 ２年１０月  当社事業本部外食グループリーダー 

         ６年 ６月  当社鉄道本部運輸部次長 

         ８年 ４月  当社鉄道本部運輸部片福連絡線開業準備室長兼務 

        １０年 ７月  当社人事部次長 

        １３年 ３月  当社鉄道本部運輸部長 （現在に至る） 

  

 ななかわ    け ん じ 

 七  川    研  二          （昭和２８年 ８月２３日生） 

      昭和５１年 ３月  東京大学工学部土木工学科卒業 

        ５１年 ４月  日本国有鉄道入社 

        ６０年 ３月  同 仙台鉄道管理局施設部保線課長 

        ６２年 ４月  当社鉄道事業本部施設部管理課副長 

      平成 ５年 ６月  当社鉄道本部施設部保線課長 

         ６年 ６月  当社岡山支社工務部長 

         ７年 ６月  当社岡山支社次長 

         ９年 ７月  当社開発事業本部リーダー 

        １３年 ７月  当社経営企画部グループ経営推進室次長 

        １３年１０月  当社総合企画本部グループ経営推進室担当室長 （現在に至る） 



損  益  計  算  書 (単 体）

（単位：億円）

項　　　　　目 備　　　　　　　　考

8,458 8,490 △ 31

運 輸 収 入 7,508 7,523 △ 15

運 輸 附 帯 収 入 230 238 △ 7

関 連 事 業 収 入 185 184 0

そ の 他 収 入 534 544 △ 9

7,404 7,457 △ 53

人 件 費 2,945 3,016 △ 71 社員数減

物 件 費 2,910 2,882 27 業務費増

線 路 使 用 料 等 308 310 △ 2

租 税 公 課 282 293 △ 10

減 価 償 却 費 957 954 2

1,054 1,032 21

△ 404 △ 419 14

営 業 外 収 益 51 53 △ 1

営 業 外 費 用 456 472 △ 16 支払利息減

650 613 36

34 15 19

特 別 利 益 1,090 426 663 線路使用料長期未払金取崩額、有価証券売却益等

特 別 損 失 1,055 411 643 退職給付過去勤務債務償却、事業整理損失引当金
繰入額等

685 629 55

313 294 19

法 人 税 等 410 380 29

法人税等調整額 △ 96 △ 85 △ 10

371 334 36

（注）［　］は、H16.2.9発表の業績予想値を示しております。

営 業 収 益

営 業 費 用

平成14年度 増   減平成15年度

営 業 外 損 益

営 業 利 益

当 期 純 利 益

経 常 利 益

特 別 損 益

税引前当期純利益

法 人 税 等

関連事業等収入内訳
15年度 14年度 増 減

いわゆる関連事業収入 416 422 △ 6
運 輸 附 帯 収 入 230 238 △ 7
　構 内 営 業 料 70 70 △ 0
　広    告    料 58 60 △ 2
　高架下等貸付料 88 89 △ 1
　駐 車 場収入等 14 17 △ 3
　関 連 事 業 収 入 185 184 　 0
　不動産賃貸収入 141 139 　 2
  そ    の    他 43 45 △ 1

運 輸 収 入 内 訳
15年度 14年度 増 減

 鉄　      　道 7,503 7,520 △ 16
  定          期 1,489 1,483 　 6
  定    期    外 6,012 6,035 △ 22
  荷          物 1 1 △ 0
 船　      　舶 4 3 　 0
合    　計 7,508 7,523 △ 15

[8,437]

[664]

[360]

単体参考資料
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鉄道旅客輸送量・ 鉄道旅客運輸収入の対前年比較

 （単位：百万人㌔、億円）

 
対前年比 対前年比
(%) (%)

定 期 ５８７ ５５４ １０５.８ ７５ ７１ １０５.８

定期外 １３,３２４ １３,１１７ １０１.６ ３,００６ ２,９８９ １００.６

合 計 １３,９１１ １３,６７２ １０１.７ ３,０８１ ３,０６０ １００.７

定 期 ２２,５６４ ２２,３３２ １０１.０ １,４１４ １,４１２ １００.２

定期外 １５,６６６ １５,６６９ １００.０ ３,００６ ３,０４６ ９８.７

合 計 ３８,２３０ ３８,００２ １００.６ ４,４２１ ４,４５８ ９９.２

定 期 １８,１３９ １７,９２２ １０１.２ １,１３７ １,１３４ １００.３

定期外 １０,１９７ １０,１６０ １００.４ １,８８３ １,８９９ ９９.２

合 計 ２８,３３６ ２８,０８２ １００.９ ３,０２０ ３,０３３ ９９.６

定 期 ４,４２５ ４,４１０ １００.３ ２７７ ２７８ ９９.８

定期外 ５,４６８ ５,５０８ ９９.３ １,１２３ １,１４６ ９７.９

合 計 ９,８９３ ９,９１９ ９９.７ １,４００ １,４２５ ９８.３

定 期 ２３,１５１ ２２,８８７ １０１.２ １,４８９ １,４８３ １００.４

定期外 ２８,９９０ ２８,７８７ １００.７ ６,０１２ ６,０３５ ９９.６

合 計 ５２,１４２ ５１,６７４ １００.９ ７,５０２ ７,５１８ ９９.８

全社計

輸　　送　　人　　キ　　ロ

項　　　　　　目

在来線

在
来
線
内
訳

京阪神

その他

平成15年度 平成14年度 平成14年度平成15年度

新幹線

運　　　輸　　　収　　　入
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貸  借  対  照  表（単 体）

（単位：億円）

科               目 平成15年度末 平成14年度末 増  減 備             考

流     動     資     産 1,157 1,021  135 繰延税金資産 55      

現 預 金 43      

資

固     定     資     産 20,111 20,147 △ 35

産 17,233 17,156  76 資 産 増 1,520   

資 産 減 △ 1,444   
（う ち 減 価 償 却 費 △ 957）

の

部 668 851 △ 182

2,209 2,139  70 長 期 貸 付 金 36      

長期繰延税金資産 30      

合           計 21,268 21,168  100

科               目 平成15年度末 平成14年度末 増  減 備             考

流     動     負     債 5,169 4,541 627

899 816  82

　 4,269 3,725  544 短 期 借 入 金 367     
事業整理損失引当金 212   

負 前 受 金 △ 62

固     定     負     債 11,706 12,519 △ 813

債 9,740 10,345 △ 604
長期債務残高     

1,916 1,655  260     15年度末　･･･ 10,640  
・     14年度末　･･･ 11,161  

48 518 △ 469 △ 521

資

負     債     合     計 16,875 17,061 △ 186

本 1,000 1,000  －
550 550  －
2,805 2,535 270

の 利 益 準 備 金 113 113  －
固定資産圧縮積立金 34 28 6
別 途 積 立 金 1,900 1,700  200

部 当 期 未 処 分 利 益 758 693  64

37  22  15
資     本     合     計 4,393 4,107  286

合           計 21,268 21,168  100

株 主 資 本 比 率 20.7％ 19.4％
総資本営業利益率（ＲＯＡ） 5.0％ 4.9％

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

鉄 道 事 業 等 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

線路使用料長期未払金等

１ 年 以 内 長 期 借 入 金 等

未 払 金 等

社 債 ・ 長 期 借 入 金 等

退 職 給 付 引 当 金
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平 成 16 年 度 通 期 業 績 予 想（単 体）

（単位：億円）

増   減 備　　　　　　　考

8,467 8,458 8

運 輸 収 入 7,533 7,508 24 定期外収入増

そ の 他 収 入 934 950 △ 16

7,367 7,404 △ 37 人件費減等

1,100 1,054 45

△ 365 △ 404 39 支払利息減等

735 650 84

435 371 63

平成16年度
業績予想

平成15年度
実      績

項　　　　　目

営 業 収 益

営 業 費 用

当 期 純 利 益

経 常 利 益

営 業 外 損 益

営 業 利 益

単－３



（単位：人、億円、％）

連  結 単  体 連  結 単  体

44,080 27,581 42,031 28,688 

－  ［32,367] －  ［34,114]

618 569 603 570 

3,748 2,450 3,545 2,537 

－  1,219 －  1,226 

1,153 957 1,130 954 

△ 453 △ 428 △ 488 △ 460 

3 4 2 5 

△ 457 △ 433 △ 491 △ 466 

1,478 1,294 1,370 1,173 

1,208 1,023 1,054 857 

11,385 10,640 12,007 11,161 

（注） １．記載金額は、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

       ２．連結・単体の従業員数は就業人員ベースです。

　　　 ３．従業員数には㈱日本旅行の従業員数は含んでおりません。

平成15年度 平成16年度 中期経営目標

実      績 通期見通し （平成17年度）

Ｒ     Ｏ     Ａ  （ 連 結 ）　％ 5.2  5.4 5.4

営   業   利   益 （ 連 結 ）　億円 1,269  1,303  1,300  

当　期　純　利　益 （ 連 結 ）  億円 470  495  500  

長 期 債 務 残 高 （ 連 結 ）　億円 11,385  11,050  11,000  

      〃          （ 単 体 ）　億円 10,640  10,350  10,000  

期　首　社　員　数 （ 単 体 ）　人 34,569  32,854  32,000  

共－１

諸          元          表

金 融 収 支

受 取 利 息 ・ 配 当 金

支 払 利 息

退 職 手 当

退 職 手 当 支 給 人 員

修 繕 費

減 価 償 却 費

平成15年度 平成14年度
項 目

設 備 投 資

従 業 員 数

[ 期 末 在 籍 社 員 数 ］

項 目

中期経営目標における数値目標との比較

自 己 資 金

長 期 債 務 残 高

共通参考資料



平成１６年度の主な取り組み 

 

１．鉄 道 事 業 

１．安全安定輸送の確立に向けた取り組みの強化 

（事故の未然防止に向けた取り組み） 

・毎月１５日の「安全推進の日」の取り組み、研修等における「安全教育」の更なる充

実等を通じ、引き続き社員の安全意識の高揚を図る。 

・事故の未然防止に向け、過去の事故原因を踏まえた対策の徹底を図るとともに、潜在

的危険要因の発見など、予兆管理活動の強化に取り組む。 

・宝塚線へのATS-P形の導入、踏切障害物検知装置の設置、琵琶湖線長浜・草津間、JR

神戸線西明石・姫路間への運行管理システムの導入など、重大事故を防止するための

ハード対策を着実に進める。 

・今年度予定されている大規模線路切換工事を無事故で完遂する。 

（異常時に強い鉄道づくり） 

・指令と駅・乗務員区等との合同訓練など、実践的な復旧訓練を実施することで、異常

時対応能力の向上を図る。 

・事故発生後できるだけ速やかな運転再開に努めるとともに、運転再開見込み時刻をお

客様へ案内するなど、お客様の目線に立った情報提供に努める。 

 

２．「お客様の目線」に立った各種施策の実施 

・現在分散し、お客様から見て分かりづらい非対面のお客様窓口（案内センター、電話

予約センター、キク象コーナー等）について、主に京阪神地区を対象に統合して「JR

西日本お客様センター」を新設する。 

・顧客に係わる情報を体系的に蓄積、管理、分析し、それに基づきお客様の目線に立っ

た施策を強力に推進する部門を本社内に新設する。 

・「みどりの券売機」の増備、機能向上、及びお客様を誘導することにより「お待たせし

ない駅づくり」を一層推進する。 

・駅構内のサインや案内表示の見直しの検討、バリアフリー設備、ホーム上家、待合室

の整備、トイレの美化を行うなど、お客様の目線に立った「使いやすい」「わかりやす

い」「快適な」駅設備の整備・推進を図る。 

・教材及び研修等を充実させることにより、駅のフロントサービスの向上を図る。 
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３．収入の拡大に向けた競争力の強化 

（山陽新幹線） 

・平成15年秋の山陽新幹線のダイヤ改正の効果を最大限発揮させるため、ダイヤ、価格

面等における新幹線の利便性の認知度を高める取り組みを行う。 

・お客様のご利用動向を踏まえ、「のぞみ」増発に向けた検討を行う。 

・首都圏から山陽方面への新幹線と宿泊をセットにした商品など「のぞみ」を利用した

価格訴求力のある商品を投入し、航空機に対する競争力の強化を図る。 

（アーバンネットワーク） 

・JR京都線に新製車両を投入し、朝の通勤時間帯に京都から大阪・三ノ宮方面へ新快速

を増発し利便性のさらなる向上を図るとともに、きめ細かな周知を行いシェア拡大を

図る。 

・ICOCAの更なる利便性の向上に向け、JR東日本Suicaとの相互利用などの機能拡充、

対応券売機・チャージ機の増備を行う。 

・対抗輸送機関との競合駅を中心に、バスアクセスのさらなる整備を図る。 

・通勤時間帯における「はるか」「びわこエクスプレス」の停車駅拡大を検討するなど、

通勤特急の利便性向上を図る。 

・新駅設置の早期実現に向け、地元との協議をさらに進める。 

 

４．営業施策の積極的な展開 

（DISCOVER WESTキャンペーンの展開） 

・テレビCMに加え、新たに創刊した観光情報誌「西の旅」を活用するなど、首都圏にお

いて山陽方面への旅行を喚起すべく継続的な告知・宣伝に取り組む。 

・東京駐在を新設し、大手旅行エージェントと連携して旅行商品を設定するなど、首都

圏での営業展開を強化する。 

（観光需要の積極的な誘発） 

・「関門・海峡物語」、「新選組」、「和歌山」等のキャンペーンを積極的に実施する。 

・京阪神地区での観光需要の創出に向けて、USJ と連携して新アトラクション「スパイ

ダーマン」を活用した告知・宣伝、「シティ・ハイクOSAKA」キャンペーン等を推進す

る。 

・「駅プラン」「駅長おすすめの旅ＷＥＮＳ」等の販売拡大に向け、魅力的な商品の造成

及び積極的な販売に努める。 

・「ジパング倶楽部」会員等の特定の顧客をターゲットとした取り組みを引き続き推進す

る。 

・中国において「佳日佳游
チィアリーチィアヨウ

」キャンペーンを引き続き展開するなど、西日本地区への

誘客を図る。 
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５．技術開発の推進 

・ 安全安定輸送の確保、異常時対応力の強化、保全業務の革新を目指し、地上と車上間

との大容量データ伝送技術等の技術開発を進める。 

・IT機能を備え、高効率・省エネ化、高いサービスレベルを目指した「次世代近郊通勤

車両」の開発を進める。 

・東海旅客鉄道株式会社と共同して次世代新幹線車両（Ｎ７００）の開発を進める。 

 

 

２．関 連 事 業 

１．流通業 

・駅力向上のための「ＮｅｘＳｔａｔｉｏｎ Ｐｌａｎ」を引き続き推進し、元町駅東

口、加古川駅、岡山駅地下等の開発リニューアルを実施し、駅全体の魅力向上を図る。 

・弁当等の日配品を中心としたオリジナル商品の開発、販売を強化するとともに、顧客

ニーズに対応した業態変更を進めることにより、既存店舗の活性化を図る。 

・ジェイアール京都伊勢丹においてアイカードの活用等により、顧客のリピーター化を

さらに進めるとともに、時宜をえた売場のリフレッシュを行い、店舗の魅力向上を図

る。 

 

２．不動産業 

・「ＮｅｘＳｔａｔｉｏｎ Ｐｌａｎ」により、福井駅高架下、高槻駅北側、明石駅南側、

加古川駅東高架下等の高架下開発、ミニ駅ビル開発を推進する。 

・ショッピングセンター、駅ビルの運営、施設管理のノウハウをグループ会社間で共有

化するなど、ローコストオペレーションを水平展開し、効率的な運営体制を整備する。 

・住吉、芦屋楠町といった社宅跡地等を活用した、分譲型販売を積極的に推進する。 

 

３．その他事業 

①ホテル業 

・グループ共通のサービススタンダード等の設定により、サービスレベルを向上させ、

顧客満足度向上を図る。 

・東京営業所を活用し共同販売体制の強化を図るとともに、「ＪＲ西日本ホテルズカード」

の発行によりチェーン営業を強化する。 
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②旅行業 

・「日本旅行イノベーション」の２年目として、顧客管理システム「ｅカルテ」を活用し

た営業強化、取扱商品の大幅拡大等によるインターネット販売の強化、首都圏におけ

るコンサル型店舗新設をはじめとする店舗ネットワークの再編など、事業構造の転換

を着実に推進する。 

・企業・行政法人等を対象とするＢＴＭ（ビジネストラベルマネジメント）の取扱い拡

大、異業種を含めたアライアンス等により、事業領域の拡大に引続き取り組む。 

③工事メンテナンス業 

・技術力及び品質水準向上に向け、研修・技術開発施設を整備するとともに、鉄道関連

技術等を活用し、新分野での受注拡大を図る。 

④その他の事業 

・「駅型保育事業」のさらなる展開、会員制レンタカー事業「カーシェアリング」等の取

り組みを推進する。 

 

 

３．大阪駅改良・新北ビル開発計画の着実な推進 

・大阪駅改良・新北ビル開発計画について、事業計画の具体化を図るとともに、駅改良

並びに仮駅新設等の工事を着実に推進する。 

 

 

４．そ の 他 

１．コスト削減の深度化、より効率的な業務運営体制の構築 

・新たなるコスト削減に向けて、木マクラギのPC化（低廉マクラギ）の推進などコスト

削減への取り組みをグループ一体となって進める。 

・推進中のプロジェクトを含め、工事費低減に向けた取り組みを強化するとともに、汎

用品の拡大、規格の統一化を進めるなど、資材調達コストのさらなる低減を図る。 

・朝霧、明石地区に導入した、新しい駅の販売体制を検証し、将来のフロント業務体制

について検討する。 

・運行管理システム導入線区の拡大を進めるなど、機械化・装置化の施策を一層推進し

効率的な業務執行体制を構築する。 
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２．地球環境問題への取り組み 

・環境管理システムの定着化により廃棄物や化学物質の管理を徹底し、環境汚染防止や

環境保全への取り組みを強化する。 

・省エネルギー、リサイクル率の向上に積極的に取り組み、環境に与える影響を低減す

る。 

 

３．人材育成 

・個々人のレベルに応じた計画的な教育を実施するなど、社員一人ひとりの能力向上に

向けた人材育成に取り組む。 

 

 

○ 設備投資（単体） 

１，０７６億円 
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平成１６年５月１４日 

西日本旅客鉄道株式会社 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、第１７回定時株主総会の開催日時、開催場所

及び会議の目的事項について下記のとおり決議いたしましたので、ご参考に供します。 

 

 

記 

 

 

１ 開催日時       平成１６年６月２３日（水曜日）午前１０時 

  

２ 開催場所       大阪市北区中之島５丁目３番６８号 

                リーガロイヤルホテル 

  

３ 会議の目的事項 

   報告事項  第１７期（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで） 

営業報告書、貸借対照表及び損益計算書報告の件 
 

   決議事項 

     第１号議案  第１７期利益処分案承認の件 

     第２号議案 定款一部変更の件 

     第３号議案  取締役９名選任の件 

     第４号議案  監査役１名選任の件 

 

 

以  上 
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西日本旅客鉄道株式会社

１．連 結 決 算 ※増減は対前年比較

(1) 損益計算書

○ 営 業 収 益 12,157億円、501億円増（4.3％）

当社が運輸収入等の減により31億円の減となったものの、JR京都伊勢丹など既存子会社の

増収で補った。これに新規連結子会社の増加が加わり501億円の増収。

連単倍率1.44

○ 営 業 利 益 1,269億円、42億円増（3.5％）

当社、子会社とも増益。当社は社員数減による人件費の減少などにより21億円の増益。

子会社は物販飲食業の増益などが寄与し、21億円の増益。

○ 経 常 利 益 858億円、71億円増（9.0％）

長期債務縮減による支払利息減と持分法投資損益の改善により増益。

○ 当期純利益 470億円、53億円増（12.9％）　

有価証券売却益など特別損益の改善により増益。

連単倍率1.26

(2) セグメント情報

・ 運 輸 業 鉄道事業が減収も、当社の営業費用減等により営業利益は11億円増加。

・ 流 通 業 百貨店業、物販飲食業とも増収増益。

・ 不 動 産 業 不動産販売・賃貸収入増等により増収増益。

・ その他事業 連結子会社の増加等により増収。営業利益は前年並み。

(3) 貸借対照表

・ 総 資 産 2兆4,103億円、223億円減（△0.9%）

・ 長期債務残高 1兆1,385億円、621億円減（△5.2%）

(4) キャッシュ・フロー計算書

・ 営 業 活 動 税引前利益の増加等により前期に比べ100億円増。1,402億円のｷｬｯｼｭ･ｲﾝ｡

・ 投 資 活 動 車両新造などの設備投資を実施したことや、前期に日本旅行の新規連結に

よる流入があったことから、前期に比べ282億円減。916億円のｷｬｯｼｭ･ｱｳﾄ｡

・ 財 務 活 動 長期債務の削減や配当金の支払などにより679億円のｷｬｯｼｭ･ｱｳﾄ。前期に比

べ35億円増。

(5) 平成17年3月期（通期）の業績予想

・ 売 上 高 12,208億円、 50億円増（ 0.4%）

・ 営 業 利 益  1,303億円、 33億円増（ 2.7%）

・ 経 常 利 益    912億円、 53億円増（ 6.2%）

・ 当期純利益    495億円、 24億円増（ 5.3%）

２．単 体 決 算

(1) 損益計算書

○ 営 業 収 益 8,458億円、31億円減（△0.4％）

○ 営 業 利 益 1,054億円、21億円増（2.1％）社員数減による人件費の減少などにより増益。

○ 経 常 利 益 650億円、36億円増（5.9％）長期債務縮減による支払利息減により増益。

○ 当期純利益 371億円、36億円増（11.0％）有価証券売却益など特別損益の改善により増益。

(2) 貸借対照表

・ 総 資 産 2兆1,268億円、100億円増（0.5%）

・ 長期債務残高 1兆640億円、521億円減（△4.7%）

(3) 平成17年3月期（通期）の業績予想

・ 売 上 高 8,467億円、 8億円増（ 0.1%）

・ 営 業 利 益 1,100億円、45億円増（ 4.3%）

・ 経 常 利 益   735億円、84億円増（13.0%）

・ 当期純利益   435億円、63億円増（17.0%）

新幹線は２期ぶりに増収となり20億円増（0.7％）、在来線は37億円減（△0.8％）。

平成１５年度決算について

運輸収入減により減収となったものの、営業利益は３期連続、経常利益は４期連続、当期純
利益は５期連続の増益。

増収増益。増収は３期ぶり。営業利益、経常利益は４期連続、当期純利益は２期ぶりの増
益。

運輸収入は、平成15年10月の新幹線、12月のアーバンネットワークにおけるダイヤ改正効果
などにより下期は増収であったが、上期の減が大きく15億円の減収（△0.2％）。




